
自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

会計機関に支出関係書類を提出し、大臣官房会計課の各審査機関に支出関係書類を提出し、支出額、支出先、使途等
を適正に審査していただいている。
また、都道府県労働局においても会計担当部署において支出額、支出先、使途等を適正に審査している。

見直しの
余地

雇用均等行政の円滑な運営に資するための必要な経費であり、経費の執行については実行計画に基づき適正な執行を
行っており、引き続き適正な執行を行ってまいりたい。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

一部改善（執行状況を予算要求に反映）

予算と執行の乖離の要因等を精査し、平成２２年度より予算の縮減を図っているところであるが、広報経費等の見直しによりさらな
る予算の縮減を図る必要がある。

補
　
記

- 74.0% 85.2%

総事業費(執行ベース) - 164 181

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

男女労働者が性別により差別されることなく、能力を十分に発揮できる雇用環境を整備するとともに、育児や家族の介護
を行う労働者の福祉の増進を図ること等の目的のために、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保、育
児・介護休業制度の定着促進、労働者が仕事と育児・介護とを両立できるようにするための支援などの諸施策を推進す
る。

実施状況 改正育児・介護休業法関係資料等の印刷製本・梱包発送等

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 219 222 213 209 197

執行額 - 164 181

執行率

会計区分 一般会計 上位政策 －

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計
画、通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立ができる雇用環境及び多様な就業ニーズに対応し
た就業環境を整備すること

事業番号 383

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(   厚生労働省　)

予算事業名
男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要
な経費

事業開始
年度

昭和２２年度 作成責任者

担当部局庁 雇用均等・児童家庭局 担当課室 総務課
総務課長
田河　慶太



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省181百万円

※金額は平成21年度実績（見込）

B. 民間会社２１社（別添１）

独立行政法人国立印刷局

44百万円

A. 都道府県労働局

88百万円

うち事務費22百万円

雇用均等行政特別協助員手当、、

通信運搬費、印刷製本費等 パンフレット等の印刷製本費・通

信運搬費、雑役務費等

C . 諸謝金、委員等旅費

賃金等

28百万円

次世代育成支援対策推進

員謝金・賃金職員等

【一般競争入札・随意契約】



計 0 計 0

計 15 計 0

Ｄ F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

諸謝金 次世代育成支援対策推進員謝金
等

15

Ｃ.諸謝金・賃金職員 F.

費　目 使　途

印刷製本費
紛争解決援助制度パンフレット等
の印刷

15

計 88 計 0

B.民間会社 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委員等旅費 協助員会議出席旅費等 0.4

事務費 消耗品費・備品費等 5.0

雑役務費 コピー機の保守料等 0.7

借料及び損料 説明会会場使用料 0.3

パンフレット等の印刷製本費 3.5

賃金 賃金職員 1.2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.都道府県労働局 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雇用均等行
政特別協助
員手当

雇用均等行政特別協助員手当 73

通信運搬費 パンフレット等の発送費 4.3

印刷製本費

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委員等旅費
次世代育成支援対策推進員会議
出席旅費等

1.3

賃金 賃金職員 9.8

保険料 賃金職員の社会保険料 1.3

計 28 計 0



【別添1】
【単位：百万円】

企業名 金額

1 株式会社あーす 15

2 株式会社内山回漕店 5.6

3 三松堂印刷株式会社 4.3

4 城南印刷株式会社 3.8

5 大新舎印刷株式会社 2.5

6 株式会社太陽美術 2.4

7 株式会社アストジェイ 1.7

8 東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 1.0

9 株式会社アイドマ 0.7

10 宮嶋印刷株式会社 0.7


